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第１章 基本的事項

第１ 計画策定の趣旨

ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、化学的に安定しており、電気絶縁性

が良く、沸点が高く不燃性であるなどの特性を有する物質であることから、熱媒体、トラ

ンス、コンデンサ用の絶縁油、感圧複写紙等幅広い用途で使用されてきました。

しかし、昭和４３年に食用油の製造過程においてＰＣＢが混入し、多くの人の健康被害

を発生させたカネミ油症事件が起きたことを契機に、その毒性や残留性が大きく社会問題

化し、環境汚染や人体への影響が指摘されるようになりました。昭和４７年以降はその製

造が中止され、昭和４９年６月からは、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」

（昭和４８年法律第１１７号）により、その製造、輸入等が事実上禁止されています。

一方、国内での高圧トランスや高圧コンデンサ等のＰＣＢ廃棄物の処理については、処

理体制の整備が進まなかったことから、長期にわたり事業者によって保管が行われてきま

したが、保管中にＰＣＢ廃棄物の紛失や漏洩等が発生し、その処理体制を速やかに整備し、

確実かつ適正な処理を進めることが求められてきました。

このような状況下にあって、国は平成１３年７月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」（平成１３年法律第６５号。以下「ＰＣＢ特別措置法」

という。）を制定し、国及び地方公共団体をはじめ、ＰＣＢが使用されている製品を製造し

た者等の責務を定めるとともに、ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者（ 以下「保管事業者」と

いう。）に対しては、毎年度ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況に関する届出を行うことや

自らの責任において確実かつ適正に処理することなどを定めました。

その後、国は中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「ＪＥＳＣＯ」という。）を活用し

てＰＣＢ廃棄物の処理施設の整備に着手し、平成１６年の北九州事業所をはじめ、外４箇

所による処理が始まりました。しかし、世界でも類を見ない大規模な化学処理方式による

処理は、作業者に係る安全対策等、処理開始後に明らかとなった課題への対応等により、

当初予定していた平成２８年３月までの処理の完了が困難な状況となりました。保管事業

者は政令で定める期間内の自ら処分又は処分委託などが義務づけられ、この期間はＰＣＢ

特別措置法の施行の日から起算して１５年と規定されていましたが、ＰＣＢ特別措置法の

施行後、微量のＰＣＢに汚染された電気機器が大量に存在することが判明したことなどか

ら、平成２４年１２月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措

置法施行令」（平成１３年政令第２１５号。以下「施行令」という。）が改正され、その期

間は令和９年３月３１日までとされました。

一方、ＰＣＢ特別措置法施行後の平成１４年、ＰＣＢを使用していないとされるトラン

ス等から微量ＰＣＢが検出されたことを受け、平成２１年に廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）において無害化処理

認定制度の対象に微量ＰＣＢに汚染された廃棄物が追加されました。その後、ＰＣＢ濃度

が５，０００ｍｇ／ｋｇ以下の廃棄物についても無害化処理認定制度の対象に追加され、

平成２５年２月から処理されています。さらに、橋梁等の塗膜、感圧複写紙、汚泥をはじ
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めとする可燃性の汚染物等についてはＰＣＢ濃度が５，０００ｍｇ／ｋｇから１００，０

００ｍｇ／ｋｇ程度のものも存在し、こうした汚染物等が大量に発生する事案があること

などから、可燃性の汚染物等の処理体制の構築に向けた焼却実証試験の結果を踏まえ、令

和元年１２月にこれらの汚染物等が無害化処理認定制度の対象に追加されました。

ＰＣＢ廃棄物は、これまでの取組により、ＰＣＢ特別措置法の制定以降、大きく処理が

進んだといえます。しかし、ＰＣＢ廃棄物の処理完了に向けては、まだ道半ばであり、今

後、一日も早い処理の完了に向け、ＰＣＢ廃棄物の保管事業者、ＰＣＢを製造した者及び

ＰＣＢが使用されている製品を製造した者、国、都道府県及び市町村が、この問題を解決

するという確固たる意思を持って、それぞれの責務を果たさなければなりません。

高知県ＰＣＢ廃棄物処理計画は、このような認識の下、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確

実かつ適正な処理を総合的かつ計画的に推進するため、必要な事項を定めるものです。

第２ その他基本的事項

（１）計画期間

この計画は、平成２７年度を初年度とし、令和９年３月までとします。

（２）処分期間等

ＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ使用製品のうち、ＪＥＳＣＯ北九州事業所の処理対象と

なる高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使用製品については、ＰＣＢ特別措置法

に定める計画的処理完了期限を確実に達成するため、処分期間内に処分又は廃棄し

なければならないこととされています（処分期間の末日から起算して１年を経過し

た日までに確実に処分委託する等の一定の要件に該当する場合を除く。）。

処分期間は、高圧トランス・コンデンサ等については平成３０年３月３１日まで

（計画的処理完了期限：平成３１年３月３１日まで）、安定器等・汚染物については

令和３年３月３１日まで（計画的処理完了期限：令和４年３月３１日まで）とされ

ています。

また、低濃度ＰＣＢ廃棄物については、令和９年３月３１日までに処理を終える

必要があります。

（３）計画の対象

この計画の対象は、高知県内で保管されているＰＣＢ特別措置法第２条第１項（注

１）に規定するＰＣＢ廃棄物及び同条第３項（注２）に規定するＰＣＢ使用製品とし

ます。

注１）ＰＣＢ特別措置法第２条第１項

この法律において「ポリ塩化ビフェニル廃棄物」とは、ポリ塩化ビフェニル、ポリ塩化ビフェ

ニルを含む油又はポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、付着し、若しくは封入された物が

廃棄物（廃棄物処理法第２条第１項に規定する廃棄物をいう。）となったもの（環境に影響を及ぼ

すおそれの少ないものとして政令で定めるものを除く。）をいう。
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注２）ＰＣＢ特別措置法第２条第３項

この法律において「ポリ塩化ビフェニル使用製品」とは、ポリ塩化ビフェニル原液又はポリ塩

化ビフェニルを含む油若しくはポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、付着し、若しくは封

入された製品（これらのうち環境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定めるものを

除く。）をいう。

（４）計画の見直し

この計画は、国のＰＣＢ廃棄物処理基本計画の見直しやＰＣＢ廃棄物の処分見込

量の変動など、高知県のＰＣＢ廃棄物処理を取り巻く環境に大きな変化や影響を及

ぼす場合には、必要に応じて見直しを行います。

（５）計画の実施

この計画は、ＰＣＢ特別措置法の規定により、高知県が策定するものです。

ＰＣＢ廃棄物は、廃棄物処理法で特別管理産業廃棄物に位置付けられており、Ｐ

ＣＢ特別措置法に定めがないときは、廃棄物処理法の規定が適用されます。

高知市は、その区域内の産業廃棄物に関する指導、許認可について高知県と同等

の権限を有していますので、高知県と高知市はこの計画で定める各施策について、

相互に連携、協力し、確実かつ適正なＰＣＢ廃棄物の処理を推進していきます。
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第２章 ＰＣＢ廃棄物の保管量、使用量及び処分量の見込み

第１ ＰＣＢ廃棄物の保管量

保管事業者は、ＰＣＢ特別措置法に基づき、前年度に保管及び処分したＰＣＢ廃棄

物の状況を毎年６月末までに高知県知事（保管場所が高知市内にある場合は、高知市

長）に届出をすることが義務付けられています。

高知県内の保管事業者から高知市と高知県に届出のあったＰＣＢ廃棄物の種類別

の事業場数と保管量は下表のとおりです。

注１）「ＰＣＢ」、「ＰＣＢを含む油」、「紙」、「ウエス」、「汚泥」については １リットル＝

１kg に換算した。

注２）「その他電気機械機器」とは、誘導電圧調整器、遮断器、開閉器などの機器である。

注３）「その他」とは、各廃棄物の種類に該当しないものであり、ＰＣＢが付着した容器や

部材、部品などのＰＣＢ汚染物である。

＜表１　ＰＣＢ廃棄物の保管量＞

事業場数 保管量 事業場数 保管量 事業場数 保管量

変圧器(トランス) 台 43 134 32 73 75 207

コンデンサ(3kg以上) 台 18 46 14 16 32 62

コンデンサ(3kg未満) 台 4 7 2 2 6 9

柱上変圧器(柱上トランス) 台 1 1 0 0 1 1

安定器 台 8 155 7 46 15 201

その他ＰＣＢを含む油 kg 8 1,989 4 256 12 2,245

感圧複写紙 kg 1 2,235 0 0 1 2,235

ウエス kg 3 383 3 44 6 427

OFケーブル kg 0 0 0 0 0 0

汚泥 kg 0 0 0 0 0 0

塗膜 kg 0 0 1 3 1 3

その他の電気機械器具 台 11 61 57 169 68 230

その他 kg 2 16 7 681 9 697

平成３１年３月３１日現在

高知市 高知市を除く市町村 高知県全体
廃棄物の種類 単位
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第２ ＰＣＢ使用製品の量

ＰＣＢ使用製品の届出も事業者に求めており、届出のあったＰＣＢ使用製品の種類

と事業場数は、下表のとおりです。

注１）「ＰＣＢ」、「ＰＣＢを含む油」、「紙」、「ウエス」、「汚泥」については １リットル＝

１kg に換算した。

注２）「その他電気機械機器」とは、誘導電圧調整器、遮断器、開閉器などの機器である。

注３）「その他」とは、各廃棄物の種類に該当しないものであり、ＰＣＢが付着した容器や

部材、部品などのＰＣＢ汚染物である。

＜表２　ＰＣＢ使用製品の量＞

事業場数 保管量 事業場数 保管量 事業場数 保管量

変圧器(トランス) 台 22 84 12 30 34 114

コンデンサ(3kg以上) 台 4 8 1 1 5 9

コンデンサ(3kg未満) 台 1 7 0 0 1 7

柱上変圧器(柱上トランス) 台 0 0 0 0 0 0

安定器 台 2 3 1 12 3 15

その他ＰＣＢを含む油 kg 1 0.01 0 0 1 0.01

感圧複写紙 kg 0 0 0 0 0 0

ウエス kg 0 0 0 0 0 0

OFケーブル kg 0 0 0 0 0 0

汚泥 kg 0 0 0 0 0 0

塗膜 kg 0 0 0 0 0 0

その他の電気機械器具 台 5 9 25 109 30 118

その他 kg 2 753 1 0.5 3 754

平成３１年３月３１日現在

高知市 高知市を除く市町村 高知県全体
廃棄物の種類 単位
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第３ ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み

ＰＣＢ廃棄物の種類別の処分量の見込みについては、下表のとおりです。

処分量の見込みは、現在、保管中のＰＣＢ廃棄物に、今後ＰＣＢ廃棄物となるＰＣ

Ｂ使用製品の使用量を加えた数量としています。

注１）「ＰＣＢ」、「ＰＣＢを含む油」、「紙」、「ウエス」、「汚泥」については １リットル＝

１kg に換算した。

注２）「その他電気機械機器」とは、誘導電圧調整器、遮断器、開閉器などの機器である。

注３）「その他」とは、各廃棄物の種類に該当しないものであり、ＰＣＢが付着した容器や

部材、部品などのＰＣＢ汚染物である。

注４）「事業場数」は、保管事業者数と使用中事業者数の延べ数を計上しています。

＜表３　ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み＞

高知市 高知市を除く市町村 高知県全体

処分量 処分量 処分量

変圧器(トランス) 台 218 103 321

コンデンサ(3kg以上) 台 54 17 71

コンデンサ(3kg未満) 台 14 2 16

柱上変圧器(柱上トランス) 台 1 0 1

安定器 台 158 58 216

その他ＰＣＢを含む油 kg 1,989 256 2,245

感圧複写紙 kg 2,235 0 2,235

ウエス kg 383 44 427

OFケーブル kg 0 0 0

汚泥 kg 0 0 0

塗膜 kg 0 3 3

その他の電気機械器具 台 70 278 348

その他 kg 769 682 1,451

平成３１年３月３１日現在

廃棄物の種類 単位
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第３章 ＰＣＢ廃棄物の処理体制に関する事項

第１ 処理体制の整備

国が策定したＰＣＢ廃棄物処理基本計画に基づき、拠点的広域処理施設が全国５箇

所に設置され、北九州市に設置されたＪＥＳＣＯ北九州事業所（以下「北九州事業所」

という。）は、本県を含む岡山県以西の１７県内で保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物

に加え、近畿、東海、南関東地域（１４都府県）の一部のＰＣＢ廃棄物を処分するこ

とになっています。

＜表４ 北九州事業所における処理施設の概要＞

第２ 広域的な処理体制の確保

（１）広域調整協議会の設置

北九州事業所の処理施設では、岡山県以西の１７県及び大阪事業所・豊田事業所

管内で保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物が処理されることから、広域的な処理体

制の確保が重要であり、関係者が密接な連携を図って、十分な協議や調整を行う必

要があります。

このため、平成１４年８月に北九州事業所における高濃度ＰＣＢ廃棄物処理につ

いて、安全の確保及び運搬調整を図るため、関係自治体及びＪＥＳＣＯで組織する

「北九州ＰＣＢ廃棄物処理事業に係る広域調整協議会」（以下「北九州広域調整協議

会」という。）を設置し、関係自治体が策定したＰＣＢ廃棄物処理計画との調整を行

うとともに、各県の保管量や地域特性を踏まえた搬入量や搬入時期、進行管理など

について協議、調整を行っています。

関係県市は、北九州広域調整協議会で決定した調整事項に基づき、保管事業者等

に対して統一的な指導を行うことにより、計画的な広域処理を推進します。

（２）高知県におけるＰＣＢ廃棄物の処理

事業者に対して未処理のＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ使用製品の保有状況を確認する

ため、保管事業者と関係のある事業者団体等を通じて情報収集に努めるとともに、

事 業 者 名 中間貯蔵・環境安全事業株式会社

施 設 名 北九州ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理施設

設 置 場 所 福岡県北九州市若松区響町一丁目

処理対象物 大型変圧器・コンデンサー等 安定器及び汚染物等

処 理 能 力 １．５トン／日（ＰＣＢ分解量） １０．４トン／日（安定器及び

汚染物等量）

計画的処理

完 了 期 限

平成３１年３月３１日 令和４年３月３１日

事 業 終 了

準 備 期 間

平成３１年４月１日から

令和４年３月３１日まで

令和４年４月１日から

令和６年３月３１日まで
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これらの取組においては、国・地方産業保安監督部、ＪＥＳＣＯ、電気保安関係等

の事業者等と協力して未処理事業者の一覧表を作成し、当該一覧表に掲載された事

業者に対し、処理の時期を確認するものとする。さらに、処理完了期限までにＪＥ

ＳＣＯ等への処理委託が行われるよう、必要な指導等を行うものとする。

（３）安全かつ効率的な収集運搬体制の確保

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬を安全かつ効率的に進めるためには、保管場所から処理

施設までの安全な収集運搬体制の確立が重要であることから、国においては、ＰＣ

Ｂ廃棄物の収集運搬にかかる技術的方法及び留意事項を示した「ＰＣＢ廃棄物収

集・運搬ガイドライン」（平成１６年３月策定、平成２３年８月改訂）及び「低濃度

ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」（令和元年１２月策定）（以下「運搬ガイド

ライン等」という。）を策定しました。

北九州事業所の処理施設への収集運搬にあたっては、処理対象地域が広く、海上

輸送を伴う収集運搬も想定されるため、より安全な収集運搬が必要であるとともに、

決められた期間内に適正に処分する必要があることから、効率的な収集運搬体制の

構築も求められます。

北九州事業所への収集運搬体制については、国が策定した運搬ガイドライン等の

遵守を基本として、北九州広域調整協議会で運搬手段や運搬経路、緊急時の連絡体

制等について十分な協議、調整を行い、安全かつ効率的な広域収集運搬を推進しま

す。

（４）収集運搬時における緊急連絡体制

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬時に事故等が発生した場合、ＰＣＢに係る特別管理産業

廃棄物収集運搬業者及び自ら収集運搬を行う保管事業者（以下「収集運搬業者等」

という。）は、速やかに関係機関に通報し、その被害及び影響を最小限とするための

応急措置を講じるとともに、通報を受けた事故発生地の関係県市は、速やかに道路

管理者をはじめとする関係機関に連絡を行い、生活環境の保全上に支障が生ずるこ

とのないよう、適切に対処しなければなりません。

また、収集運搬業者等に対しては、被害や環境汚染の未然防止策を講じ、速やか

に対応ができる連絡体制をあらかじめ整備するよう、指導を徹底し、北九州広域調

整協議会と連携して、広域における緊急時連絡体制を整備します。
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緊急時連絡体制の概要は下表のとおりです。

＜表５ 高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬時における緊急時連絡体制の概要＞

①運転者等は、消防署、警察署及び安全管理責任者に通報する。

②通報を受けた安全管理責任者は、予め定められた緊急連絡網に基づき、事故発生地の関

係県市、高知市若しくは高知県の担当部局、保管事業者、北九州市及びＪＥＳＣＯ等の

関係者に連絡する。

③通報を受けた事故発生地の関係県市は、道路管理者等をはじめとする関係機関及び関係

市町村に連絡を行い、事故の概要を他の１６県及び北九州市に連絡する。

収集・運搬時の事故発生
（運転者等）

消防署 警察署
収集運搬業者

（安全管理責任者）
北九州市

関係県・保健所設置市
（担当部局）

高知市・高知県
（担当部局）

保管事業者 ＪＥＳＣＯ

関係機関
（道路管理者等）

関係県・市町村

（事故発生地）
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第４章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進

第１ 計画的な処理及び円滑な収集運搬

高知県の地理的特性から、保管場所は広範囲に分布し、中山間地域に位置する事例

も少なくなく、長距離輸送や狭隘な道路の運行を想定した安全で効率的な収集運搬が

必要であることから、北九州広域調整協議会、ＪＥＳＣＯと連携を図り、県内で保管

しているＰＣＢ廃棄物の効率的な搬出を進めていきます。

また、高知県内のＰＣＢ廃棄物の収集運搬にあっては、保管事業者におけるＰＣＢ

廃棄物の保管量や規模、保管場所の所在地等を考慮した回収・搬出ルートを決定し、

保管事業者の経済的負担にも配慮した収集運搬計画を作成する必要があります。

こうした点を踏まえて、円滑なＰＣＢ廃棄物の収集運搬の推進を目指して、ＰＣＢ

に係る特別管理産業廃棄物収集運搬業者と調整を行っていきます。

第２ 適正処理のための監視、指導等

ＰＣＢ廃棄物は、特別管理産業廃棄物として、処理するまでの間、漏洩や飛散等に

より生活環境の保全に支障を来たさないよう、「特別管理産業廃棄物保管基準」（以下

「保管基準」という。）に従った適正な保管が求められます。

このため、保管事業場での保管にあっては、保管事業者に保管基準の遵守を周知徹

底していくとともに、適宜、立入検査を行い、保管状況を確認し、適切な指導を行い

ます。

また、不法投棄や不適正処理が発生した場合には、廃棄物処理法やＰＣＢ特別措置

法に基づく厳正な対処を行います。

第３ 県民及び事業者の理解を深めるための方策

高知県内のＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進については、広く県民や事業

者の理解と協力を得て行うことが必要であることから、高知県内のＰＣＢ廃棄物の保

管事業者及び保管状況、ＰＣＢ廃棄物の計画的処理に関する情報、その他ＰＣＢ廃棄

物に関する情報等は、ホームページをはじめとする広報媒体を活用して、積極的に情

報公開します。

また、保管事業者等に対しては、ＰＣＢ廃棄物の適正な保管及び収集運搬に関する

情報、ＰＣＢ廃棄物に係る関係法令に関する情報や北九州事業所での処理に関する情

報等について、説明会の開催等により、的確に情報提供します。

第４ 関係者の役割

（１）保管事業者及び使用事業者

保管事業者は、高濃度ＰＣＢ廃棄物については、ＰＣＢ廃棄物処理基本計画（環

境省）に基づき廃棄物の種類ごとに、処分期間内に自らの責任において確実かつ適

正にＰＣＢ廃棄物を処理しなければなりません。

また、低濃度ＰＣＢ廃棄物については、高知県ＰＣＢ廃棄物処理計画（高知県）

に基づき、処理期限である令和９年３月３１日までに、自らの責任において確実か

つ適正に処理しなければなりません。
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また、ＰＣＢ廃棄物を処理するまでの間、保管基準に従い、ＰＣＢ廃棄物を適正

に保管するとともに、前年度におけるＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況を、毎年

６月末までに高知県知事（保管場所が高知市内にある場合は、高知市長）に届け出

ることが義務付けられています。

（２）収集運搬業者等

収集運搬業者等は、廃棄物処理法に定める収集運搬の基準や保管基準、運搬ガイ

ドライン等を十分理解し、各種法令を遵守しなければなりません。

また、北九州事業所への搬入に際しては、保管事業者、ＪＥＳＣＯと十分な連絡

調整を行い、計画的な収集運搬に努めるとともに、北九州市が策定した「北九州市

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」及び「北九州市ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

安全かつ早期の処理の推進に関する要綱」、並びにＪＥＳＣＯの定める受入基準を

遵守し、安全な収集運搬を行う必要があります。

第５ ＰＣＢ廃棄物の処理費用負担の軽減措置等

ＰＣＢ廃棄物の処理については、ＰＣＢ特別措置法第３条の規定により、「事業者は、

そのＰＣＢ廃棄物を自らの責任において確実かつ適正に処理しなければならない。」

と定められています。

しかしながら、ＰＣＢ廃棄物の処理は、高度な技術と多額な設備投資が必要である

ことから、その処理費用は高額となり、中小企業者等にとっては、経済的に大きな負

担となります。

このため、国、都道府県からの出資金からなる「ＰＣＢ廃棄物処理基金」を独立行

政法人環境再生保全機構に設置し、中小企業者等が高濃度ＰＣＢ廃棄物を北九州事業

所の拠点的広域処理施設で処理をする場合に、処理費用の一部を助成することとして

います。

本県も、平成１３年度よりこの基金に拠出しており、中小企業者等への周知を図る

とともに、ＰＣＢ廃棄物の早期処理を促進していきます。

なお、中小企業者の要件については、次ページ概要中の表を参照してください。



12

＜中小企業者等の処理費用軽減についての概要＞

＜分割払い制度の概要＞

平成２７年４月よりＪＥＳＣＯにおいて、以下のとおり分割払い制度を開始しており、

平成２８年から制度が拡充されています。

概 要：希望する者が申し込み、信販会社が審査を行う。信販会社の承認を経て、契約を

締結し、搬入の翌月より支払い。

○軽減措置の流れ

中小企業者等軽減制度の申請

中小企業者等の
保管事業者

処理費用軽減

助成 施設整備費国庫補助

補助金等

○中小企業者等の要件
・（表１）のＡ又はＢの基準を満たす会社

・（表１）のＢの基準を満たす個人事業主
・（表２）に定める中小企業団体等

（表１） （表２）

主たる業種
Ａ　資本金又は
　　出資の総額

Ｂ　常時使用す
　　る従業員数

製造業 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

サービス業 5,000万円以下 １００人以下

小売業 5,000万円以下 ５０人以下

ゴム製品製造業 ３億円以下 ９００人以下

ソフトウエア業又は
情報処理サービス業

３億円以下 ３００人以下

旅館業 5,000万円以下 ２００人以下

その他 ３億円以下 ３００人以下

○処理費用の軽減額　処理料金の７０％から９５％の範囲内で軽減されます。

特別の法律によって設立された組合
又はその連合会であって、その直接
又は間接の構成員の２／３以上が表
１のいすれかに該当する者である者

中小企業団体の組織に関する法律に
規定する中小企業団体

中小企業団体の基準

環境再生保全機構

ＪＥＳＣＯ

国都道府県

　（ただし、大企業からの出資等が、当該会社の出資総額等の１／２以上を占める会社は　対象外になり
　ます。）

・常時使用する従業員の数が100人以下の法人。（会社、中小企業団体を除く。）

・事業者が解散又は事業の廃止により事業者でなくなった後に交付の対象となるＰＣＢ廃棄物を保管する
　こととなった個人

・何らかの理由で、ＰＣＢ廃棄物を保管することとなった個人（個人事業主を除く。）
・破産者（破産管財人）
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支払い：搬入の翌月に支払い開始。毎月払いで１、２、３、６、１０、１２、１５、１８、

２０、２４、３０、３６回から選択。

その他条件等

・ 法人申込 ・・・代表者の連帯保証人が必要

・ 個人事業主・・・原則連帯保証人不要（但し審査の状況により必要）

・ 担保は不要

第５章 その他

第１ 低濃度ＰＣＢ廃棄物について

ＰＣＢを使用していないとされていたトランス等重電機器の一部に、微量のＰＣＢ

に汚染された絶縁油が含まれていることが明らかになりました。

低濃度ＰＣＢ廃棄物（注）についても、高濃度ＰＣＢ廃棄物と同様に、県内におけ

る使用及び保管状況等の実態把握に努め、ＰＣＢ特別措置法に基づく保管状況等の届

出と適正な保管及び処分について周知・啓発を行っていきます。

注）法制度上の定義はありませんが、「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」

では低濃度ＰＣＢ廃棄物を次の①及び②と定義づけています。

①微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等

ＰＣＢ使用していないとする電気機器等であって、微量のＰＣＢに汚染された

絶縁油に由来するもの

②低濃度ＰＣＢ含有廃棄物

高濃度のＰＣＢに由来するＰＣＢ廃棄物のうち、ＰＣＢ濃度が１００，０００

ｍｇ／ｋｇ以下の汚泥、紙くず、木くず、繊維くず及び廃プラスチック類、並び

にＰＣＢ濃度が５，０００ｍｇ／ｋｇ以下のＰＣＢ含有廃油、金属くず等及びＰ

ＣＢ処理物

第２ ＰＣＢが使用された部品を含む廃家電製品について

一般家庭で使用される家電製品のうち、昭和４９年以前に製造されたテレビ、ルー

ムクーラー及び電子レンジの中には、ＰＣＢを含む部品を使用したものがあります。

家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法。平成１０年法律第９７号。）の対象

となるテレビ及びルームクーラーについては、製造業者においてＰＣＢ使用部品の取

り外しが行われていますが、電子レンジを市町村が処理を行う場合、当該家電製品の

製造者にその取り外しを依頼するなど、ＰＣＢ使用部品の取扱いに十分留意する必要

があることから、その周知、徹底を図ります。
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参考　用語の解説

用語 解説

ＰＣＢ

　Polychlorinated biphenyl（ポリ塩化ビフェニル）の略称で、工業的に
合成された化合物であり、熱で分解しにくい、電気絶縁性が高く、燃えに
くいなど化学的に安定している性質を有することから、電気機器の絶縁
油、熱交換器の熱媒体、ノンカーボン紙など様々な用途に使われてきまし
た。 
　一方、難分解性から、広範に環境中に残留していることが知られてお
り、また、脂肪に溶けやすいことから、慢性的な摂取により人の健康を害
することが報告されています。症状としては、皮膚障害や肝機能障害など
の内臓障害、ホルモン異常などが確認されています。 

トランス 

　変圧器。発電所から送られてくる電気の電圧を変える装置であり、内部
は絶縁油で満たされています。この絶縁油にＰＣＢを使用していたものが
あります。

コンデンサ 

　蓄電器。電気を一時的に蓄える効果を持つ装置であり、内部は絶縁油で
満たされています。この絶縁油にＰＣＢを使用していたものがあります。 

高圧トランス 
（低圧トランス）

　環境省のＰＣＢ廃棄物の定義では、受電電圧が交流では６００Ｖを超
え、直流では７５０Ｖを超える電力用トランスを高圧トランスとし、それ
以下を低圧トランスとしています。 

高圧コンデンサ 
（低圧コンデンサ）

　環境省のＰＣＢ廃棄物の定義では、受電電圧が交流では６００Ｖを超
え、直流では７５０Ｖを超える電力用コンデンサを高圧コンデンサとし、
それ以下を低圧コンデンサとしています。 

柱上トランス 

　電柱上に設置するトランスであって、高電圧を家庭用電圧に変える装置
です。 

安定器 

　蛍光灯を安定して点灯させるための機器のことであり、昭和４７年以前
に製造された業務用・施設用蛍光灯などに用いられた安定器の中には、内
部のコンデンサに絶縁油としてＰＣＢを使用していたものがあります。な
お、家庭用の蛍光灯には使われていません。
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高知県林業振興・環境部環境対策課

〒780-0850 高知市丸ノ内一丁目７番５２号 電 話 088-821-4523
ホームページアドレス http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/030801/

＜その他主な連絡先＞

○高知市環境部廃棄物対策課 電話 088-823-9427
○中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）

北九州処理事業所営業課 大阪駐在 電話 06-6575-5580


